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[意見内容]

２―１　新たな登録ファイル制度１．

　　　ライセンスの対象となった特許権の移転が生じた場合やライセンサーが倒産した場合であっても、契約で許諾された行為が継続して実施できるようなインフラを整備することはわが国の産業政策上極めて重要な意義を有していることは制度趣旨に記載のとおりである。その意味で、米国やドイツにおけるような登録がなくともライセンシーが保護されるいわゆる「当然保護」の制度の創設が望ましく、かかる制度の実現を強く希望する。

無方式による「当然保護」でなくとも、例えば、公証人による確定日付ライセンス契約書に第三者対抗力を認める方式をとることは、債権譲渡における第三者対抗要件具備のためには確定日付通知又は承諾でよいことから考えても法理上可能ではないかと考えられ、その場合は、格別の登録機関や方式の制定を要さず、立法措置のみにより保護が実現できるので、はるかに優れている。検討を期待したい。

本制度の創設は、包括ライセンス契約を多用する業界、業種にあっては一歩前進として一定の評価をし得るが、あくまで「当然保護」という制度改革へ向けての当面の施策であって、それに代わるものとして位置づけられるべきでない。従って、本制度が創設されるにしても、引き続き「当然保護」制度の創設の可能性が追求され検討されるべきである。

一方、包括ライセンス契約を利用しない業界、業種にあっては、本制度の創設は利用価値がなく何らの前進とならないばかりか、包括によらない特定し得る特許権のライセンスの方が登録制度においてかえって不利益を蒙ると言う不合理な結果となる。従って、むしろ特許法の改正を優先して或いは並行して従来の登録制度の利便性向上を図っていただきたく、業界、業種により保護のバランスを欠くことのないようにしていただきたい。とりわけ、登録事項、開示内容等の見直しに加え、特許を受ける権利（出願中のもの）の実施権についても仮登録等の新設によりライセンシーの保護を図っていただくよう強く希望する。

２―２　新たな登録ファイル制度（１）登録の概要および参考資料４、２.包括的ライセンス契約

本制度の対象となる通常実施権は包括ライセンス契約によって設定された通常実施権に限定されているが、業界、業種により保護のバランスを欠くことのなきよう、包括ライセンスでないもの（例えば、一部又は全部が特定できる特許権をライセンスするもの）が対象外とされる理由はなく、これらも等しく本制度の対象とすることが強く望まれる。

登録番号が特定できるものは現行の特許法に基づく制度を利用できるが、現行制度は登録事項や登録内容の一般開示という不利益があり、活用されない要因の一つとなっていることは本制度創設の趣旨に記載のとおりである。

本制度が使い勝手の良い制度となれば、利用者としては、番号で特定できるものであっても本制度の利用を希望するものと思われ、現行制度の欠陥が併せて改善されない限り、これらを排除する必然性はない。利用者にとってどちらを選択しても良いような状態にしていただきたい。

仮に、包括ライセンス契約を対象とせざるを得ない場合であっても、現在提案されている包括ライセンス契約の定義「包括的ライセンス契約とは、特定の製品の製造に必要なすべての特許権について、その製品に関する製造・販売等の実施行為を許諾する契約を言う。」は極めて限定的であり、ライセンシーの保護の観点からは十分でない。例えば、「特定できない特許権を含むすべてのライセンス契約」とすべきである。

２―３　新たな登録ファイル制度（２）登録の対象となる権利および参考資料４.４登録ファイル

　　　業界、業種によっては出願中のものがライセンスの対象となることは珍しくなく、これらのライセンスについても特許権と同様に対抗によるライセンシーの保護が図られることが強く望まれる。新しい登録制度では、登録の対象となるのは「将来発生する権利を含む」とあり、出願中のものについても保護の対象とすべく配慮されていると思われるが、これは出願中のものが将来特許権になったときは自動的に対抗力のある通常実施権が生じるとの意味であることを明確にしていただきたい。また、登録ファイル事項としても、「将来発生する権利を含む」についての記載を追記していただきたい。

２―４　参考資料４.３申請手続き

　　　登録の申請はライセンサーとライセンシーの共同申請かライセンサーの承諾が必要との制度設計となっている。登録の内容についての確認のためライセンサーとの共同申請が必要な点は理解できるが、対抗要件の具備を嫌うための拒否権として利用されないような措置が必要と思われる。ライセンサーは登録申請自体を不合理に拒否できないあるいは協力義務のような何らかの措置を講じていただきたい。

２―５　新たな登録ファイル制度（３）登録対象の登録方法および参考資料４.４登録事項

　　　登録対象の登録方法および登録事項において、登録し得る行為が限定的に記述されているが、特許権の移転が生じた場合やライセンサーが倒産した場合であっても、契約で許諾された行為（下記の第三者等の行為を含む）が継続して実施できるよう図ることが制度の趣旨であり、その意味では、登録し得る事項は限定的にすべきではないと思われる。具体的には、再実施権、いわゆるhave made権に基づく第三者、子会社（affiliate）、下請け、顧客等の実施行為も登録事項に含まれるようにしていただきたい。また、登録はライセンシーが上記の第三者の実施行為も含めて行えるようにしていただきたい。

　　　一方、登録事項は秘密事項を含むため、これらの登録が義務化された場合、ライセンサーが同意を拒む場合やライセンシー自身が制度を利用し難い場合も考えられる。その意味では、必須事項と任意事項とに分ける必要があるものと思われる。

２―６　新たな登録ファイル制度（５）登録事項の開示制度ならびに参考資料４.４登録ファイルおよび４.５権利譲受人による登録内容の開示

　　　登録の内容については秘密にするニーズがあることについては制度趣旨に記載のとおりであり、そのために開示の範囲を登録実施権者証明書にあっては権利譲受人等、登録事項証明書にあっては特定の利害関係人に制限していることは理解できるが、開示を受けた者の開示情報についての秘密保持義務がないことは、秘密情報の流失にも繋がりかねないという深刻な問題が生じ得る。例え「含まれない登録」の制度があったとしても対抗すべきものについては開示せざるを得ず、問題の解決にはならない。開示を受けた者はその内容について一定の秘密保持義務を負うか登録者との秘密保持契約下で開示を受ける制度にすべきと思われる。

２―７　参考資料４.４登録ファイル注２

　　　「ライセンシー名を一般に開示する案もあり得る」とあるが、ライセンシー名の一般開示は、ケースによっては重要な秘密情報の開示に繋がり、悪用される弊害も考えられるので、ライセンシー名の一般開示はすべきでないと考える。

　　　以上
